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はじめに

　我が国の経済成長の持続可能性に黄信号が灯っている。加速する少子高齢化

と人口減少がその根底にあるが，いわゆるアベノミクスの失速が，とりわけ第

二（機動的な財政出動），第三の矢（成長戦略・規制改革）が期待通りに進ん

でいないことが，成長の持続可能性を危うくしているといってよい。

　問題はたんにアベノミクスの限界が見えてきたという点にとどまらない。一

向に回復の兆しを見せない財政規律，累積政府債務残高の下で，我が国政府の

政策自由度は大きく制約されており，アベノミクスに代わる成長政策のオルタ

ナティブもそう容易には見つかりそうもない。

　まさに政府の政策立案・遂行能力が厳しく問われているわけだが，この問題

を考察するとき気掛かりなのは，そもそも政府の政策・活動は経済成長にとっ

て適正な規模でなされているのかという問題である。これは成長戦略を考える

うえで前提をなす条件でもあるが，改めて再考されてしかるべき問題であると

いえる。経済成長戦略は財政問題や社会保障制度と密接に関連しているが，そ

れはまた政府の最適規模に関わる問題でもあるからである。

　本稿は，こうした問題意識に基づき，まず政府の最適規模をめぐる従来の議
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論を整理し，BARS カーブの紹介を通して最適規模の存在を確認し，先行する

実証分析を俯瞰したうえで，我が国の研究から最適政府規模の確保に向け必要

な政策について所見を述べたい。

１．公共選択論と政府規模

A．ロバーツのモデル

　政府の最適規模をめぐる論議は，1970，80年代のいわゆる公共選択学派によ

るケインズ主義への批判に始まる。

　マスグレイブ（R. A. Musgrave）をはじめとする多くの財政学者は，財政の

役割を，（1）資源配分の効率性，（2）分配の公正，（3）経済の安定に置いてきた

が，ケインジアンは，これに規制の役割，保険の役割，およびその他の市場補

完の役割を加え，それを政府・公共部門の役割と捉えていた。これに対し公共

選択学派は，政府の役割を（1）守護国家（Protective State）としての役割（私

有財産権，安全な取引条件の整備等），（2）生産国家（Productive State）とし

ての役割（公共財の供給），（3）分配国家（Distributed State）としての役割（分

配制度に関わる公共サービス）の３つに限定し，他の「安定」や「保険」といっ

た役割はいずれも各国民が自ら担うべき課題であると考えた。

　ブキャナン（J, M. Buchanan）らの公共選択学派は，ケインズ理論と政策を，

財政規律を破壊する理論，すなわち財政赤字を出しても完全雇用を確保すると

いった「財政錯誤（Fiscal illusion）」⑴を生みだす理論として厳しく批判したが

（「財政赤字のなかの民主主義」），ロバーツ（P. C. Roberts）は，そうした議論

を支持しつつ，他面で彼らの説く投票最大化の理論もなぜ政治家が政府支出を

増大するかを十分に説明するものではないとして，規制ゲームの視点からこの

問題にアプローチしている。

　産業・ビジネス界は，当初，規制当局をキャプチュアし，レントを追求する

が，テクノクラートが規制当局を支配するようになるとレントは規制ゲームを
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通して分割されるようになる。レントは，両者の相対的な交渉力（bargaining 

power）に依存することになるが，力関係は次第に規制当局のほうにシフトし

ていく。SEC しかり，FTC しかりであり，その行きつく先は官僚，政治家に

よる「植民地主義（indigenous imperialism）」である。ロバーツは，このよう

に議論を展開した後で，ケインズ主義の持つ破壊的側面を図１のようなラッ

ファー曲線⑵に似た図を用いて説明している。

　この図の縦軸には GNP が，また横軸には政府の規模を表す代理変数として

規制ルールの数 n がとられている。ロバーツは，資源の保有量と技術水準を

一定としたうえで，両者の関係を，ラッファー曲線に似た逆 U 字型の GNP の

生産フロンティア曲線 CED で描いた。この曲線は，所与の各ルール数に対し

最大の GNP を与えるような最適集合の軌跡を表している。上図の点 E より左

側の上向きの曲線部分では，政府の規模（規制の数）が大きくなると GNP の

生産性は高まるが，これは契約法や私有財産権が市場の効率性に貢献すること

で説明できる。点 E を超えた右側の下向きの曲線部分では，GNP の生産性が

低下するが，これは過剰な規制が企業経営を圧迫し，経営者から創造的活動を

奪い，レッド・テープの作成に時間と費用を費やさせることを意味する。政治

家，官僚，テクノクラートは政府を成長させる方法を探るが，政府規模の拡大

につれ，国民の政治モニタリング・コストが課税負担を超過するようになるた

め，その達成は容易である。

　いま，経済は点 E にあると仮定し，政府の規模が n から n+ x に拡大すると

しよう。すると，GNP は AB 分だけ減少するので，政府規模 x 分の拡大の機

会費用は，GNP の減分 AB に相当する。資源と技術が一定ならば GNP 水準の

低下は感知できるのだが，実際にはそうならない。資源の保有状況の好転や技

術水準の向上があると，政府規模が n にある場合，GNP は A′にまで引き上げ

られ，フロンティア曲線は上方に移動し頂点 E′を通る曲線 M にシフトする。

一般には，時間が経つにつれ，資源の保有状況は好転し，技術水準は向上する
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ので，政府規模の拡大は経済の動きを E から F に移動させることになる。こ

こで，人々は，政府規模の y 分の拡大に対し，GNP は GA 分増えたと感じる

ことになる。そのとき，人々は y の機会費用が，GNP の減分 A′G にあたるこ

とを感知できない。したがって，政策立案者と政府・政治家は，安心してベク

トル EP を志向することになる。

図１　政府の最適規模

出典：Robarts, P.611. 参考文献⑵

GN
P

A′

C D

n

規制の数

n＋x n＋y n＋z

E

F H
P

K

M

E′

G
I
A
B

Q
ua

lit
y 

of
 r
ul
es



27政府の最適規模についての考察

27

　だが，規制ルールの数の増加は，フロンティア曲線を上方にシフトさせる市

場の力を阻害する。政府規模の n+ z への拡大は，この曲線を F から H では

なく，Kへと移動させてしまう。人々はGNPのGI分の低下を感知するものの，

ケインズ主義は大きな政府をもってこれに対処するため，経済はフロンティア

曲線上の M の方向へと移動し，財政赤字の下で GNP の生産性が逓減していく

ことになる。確かに，E から F への移動で，政府は所得再分配を行うため低

所得者は移転便益を享受できるが，それは感知されない民間雇用の機会費用

（公共部門の雇用増大）よりも小さい。だが，政府は政策立案に独占力を持つ

ため，政治家・官僚はその独占力を用いて自分たちの利益を追求することにな

る。

　しかし，残念なことに，公共選択学派は，財政赤字を引き起こす二つの要因，

財政支出の増大と課税率の軽減を区別していない。その財源調達が総供給を減

退させるため，総需要を増大させるために政府支出を用いるという考え方はイ

ンフレを招くだけで確かに愚かであるが，減税は可処分所得と総需要のみなら

ず，所得とレジャー，投資と消費の選択に影響を与え，投資や勤労に対するリ

ターンを増加させることで，供給にも刺激を与える可能性がある，というので

ある（サプライサイドの財政政策）。

　以上，ロバーツの見解は非常に荒削りのもので，その議論には，規制ルール

の数と赤字財政との間にはいかなる関連があるのか，規制ルールの数と GNP

との間の弾力性はどうか，逆 U 字型と最適規模の存在の証明が厳密なされて

いないなど，曖昧な個所も少なくないが，規制ルールの数を政府規模の代理変

数をとして，簡単なモデルでこの問題を解こうとした点に，ロバーツ論文の画

期性があったといえる。

B．最適規模の計測─グロスマンの計量分析

　グロスマン（P, J. Grossman）は，政府を市場の不完全さと行き過ぎを是正
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する「慈恵的なアクター（benevolent actor）」と捉える経済学者の国家観とそ

れを特定の圧力グループや官僚の利益追求の道具（tool）と見なす公共選択学

派の国家観の両方を包括したモデルを提供している。政府は公共財の供給，負

の外部性への対応などで社会厚生の増進に貢献するが，他面特定グループによ

る操作を通して市場に歪みを生むとその二面性を評価したうえで，「極端な」

計量モデルを構築し，過剰な政府支出，規制，および再分配がマイナスの効果

を及ぼしていることを，実証でテストするのである。

　彼は，まず政府のアウトプット（government output）を，民間部門の生産

高の中間財と見なす国民計所得計算とは異なり，すべて最終消費財であると位

置づける。すると，政府が提供する財・サービスにはほとんど需要がないので，

その価値はそれが民間部門の生産可能性を引き上げることから生じることにな

る。国防，警察，司法サービスなどは，民間部門がなければほとんど経済的価

値がないものとなる。政府の規制も同様である。社会保障給付等の政府の移転

支払いは中間財かもしれないが，社会調和のための，もしくはある部門の労働

生産性を上昇させるための投入財（input）と見なすことができる。

　こうした前提に立つと，民間部門の実質生産高 Y は，

　　Y  = F (Lp, K̅p, G (Lg, K̅g)) （1）

　　L̅  = Lp + Lg （2）

　　K̅ = Kp + Kg （3）

で表される。ただし，ここで Lp，K̅p は民間部門の，Lg，K̅g は政府部門の労

働量と固定された資本量である。また，G (Lg, K̅g) は政府の実質アウトプッ

トである。したがって，G= 0ならば，経済は自然状態（state of nature）にあ

ることになる。彼はここから議論をスタートさせる。

　一階の条件（FOC）を得るために，（2）を制約条件に（1）の最大化を図ると，

　　dY/dLp = (əF/əLp) - [(əF/əG) (əG/əLg)] = 0 （4）

上式の右辺の二つの項は，労働を民間部門から政府部門に再配分することの二



29政府の最適規模についての考察

29

つの効果を表している。第一項は民間部門の労働の限界生産性，第二項は民間

部門のなかの政府アウトプットの限界生産性と解釈できる。（4）から əF/əLp 

= (əF/əG)(əG/əLg) が成立するが，この左辺を x，右辺を y と表記すれば，最

大値の存在を前提するかぎり，

　　dx/dLp = (ə2F/əLp2) - [(ə2F/əLp əG) (əG/əLg)] < 0 （5）

　　dy/dLg = [(əF/əG) (ə2G/əLg2)] + [(əG/əLg)2 (ə2F/əG2)] -

　　[(ə2F/əLp əG) (əG/əLg)]() < 0 （6）

が成立する。（5）式は，民間部門の雇用量の変化が民間部門の労働の限界生産

性に及ぼす要素効果を，また（6）式は政府部門のアウトプットの変化が政府ア

ウトプットの限界生産性に及ぼす要素効果を示している。ここで政府に関する

二つの極端な見解，すなわち「政府は悪ではない（government that can do 

no wrong, DNW）」，「政府は正義ではない（government that can do no right, 

DNR）」という視点を，このモデル式に組み入れる。

　政府を除いた民間部門の産出高の一般的な生産関数を考えると，Lp に関す

る一階微分は正，二階微分は負と仮定できるが，政府支出をアウトプットとし

て包括した生産関数では，政府のインパクトをどう見るかで，分析者の判断は

分かれよう。政府支出に関する生産関数の二階微分が負であることは受容され

ようが (ə2F/əG2< 0)，問題はその一階微分の符号にある。すなわち，DNW（慈

恵的な政府）ではそれは総生産高にプラスに働き (əF/əG> 0)，DNR（悪意な

政府）ではマイナスに働くものと考えられよう (əF/əG< 0)。DNW によれば，

政府部門の雇用が増えると，民間部門の労働の限界生産性は逓増し，政府部門

の労働の限界生産性は逓減するので，両者は適当な政府雇用量で交錯すること

になる（図２）。

　ブキャナンとタロック（G. Tullock）によれば，政府規模が小さい時には負

担は公平で特定グループが優位に立ち利益を追うことはないが，その規模が大

きくなるにつれ，特定のグループや官僚が他の国民を犠牲に自分たちの利益を
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追うようになる。これに対し有権者の方は政府の規模が拡大するにつれ，情

報・監視コストがかさむため，自分たちの生活に関連する狭い範囲の政府活動

にしか関心を抱かなくなる。そして，それが官僚や特定の利益集団によるレン

ト・シーキングを助長するというのである。

　図３の曲線 MPLp(G) は，最初のうちは上方へのスロープを示すが，政府の

図２　民間部門と政府部門の労働の限界生産性の交錯

出典：P. J. Grossman, P.138. 参考文献⑶
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図３　政府の最適規模

出典：J. P. Grossman, P.140. 参考文献⑶
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規模が大きくなるとその傾きを逓減させ遂にはピークに達し，その後は下降す

る。また，ə2F/əLp əG の符号に関しては，労働が民間部門から政府部門にシ

フトするにつれて，正から負へと変化する。ある規模，すなわち G̅ = G (L̅g, 

K̅g) までは正であり，G̅を超える規模では負 (ə2F/əLp əG < ə2F/əLp2 < 0) と

いうことになる。（4），（5），（6）の一階の条件に戻ると，図３からも明らかの

ように，複数の解があるが（Lg
※, Lg′），（5），（6）を満たせるのは Lg※だけで

ある。この Lg′のレベルでは，もはや政府部門の規模の縮小でしか，民間部門

の生産高を増大させることができないからである。

　グロスマンは，このモデルを次のような回帰式で実証しようとしている。

　　Y = ALp aKpb Gc ed (G/P) + fWD + hU （7）

　ただし，ここで Y は米国の民間部門の産出量，その生産関数はコブ・ダグ

ラス型で表現されている。Lp は投入労働量，Kp は資本投入量である。また，

G は政府のアウトプットであり，生産性シフト変数として直接・間接に生産

関数のなかに取り入れられている。さらに，政府部門の成長を測る変数として，

一人当たり政府総支出が採用されている。上式の A は定数，P は人口，WD

は戦時を示すダミー変数，U は失業率，また先のモデルの仮定からパラメータ

の c は正，d は負（人口で測った政府部門の成長は民間部門の生産性に対し負

に働く），そして f と h は負である。

　グロスマンは，上の式を対数変換し，

　　LogY=LogA+ aLOGLp + bLogKp + cLogG+ d(G/P) + fWD+ hU （8）

Lp，Kp，および U を外生的なもの，また G を Y から独立したものと見なし，

1929年から82年の政府統計を用いて（GNP, 常雇従業員数と平均賃金，総実質

民間固定資本など），最小二乗法でこれを計算している（表１）。また，政府ア

ウトプットの生産関数を，

　　G=CLg
x Kg

v eZWD+gU

で表現し，これを対数変換して，自己相関性を修正しつつ最小二乗法を用いて
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係数を測定している。ただし，ここで Lg はすべての政府レベルでの常勤の顧

用量，Kg は政府部門と政府系企業の実質粗固定資本ストックである。そのう

えで，彼はいくつかの年度を選んで，最適政府規模と民間部門の潜在的産出高

を推定している（表２）。

　グロスマンの分析結果は，現行の政府支出レベルは民間部門の産出量を最大

化するレベルをはるかに超えており，例えば，1982年を例にとると，潜在的な

最大民間産出高は，実際の政府支出（4910億ドル）の54％である2630億ドルで

達成されたはずだというのである。彼のモデルは，政府のアウトプットの定義

に問題を残すが，直観的な認識レベルにとどまっていた公共選択学派の政府観

表１　回帰分析の結果

Private sector output Government sector output
Variable Est. coefficient Variable Est. coefficient
Constant -1.9208*

(-11.62)
Constant 1.9138*

(3.29)
logLp 0.9284*

(4.27)
logLg 0.9846*

(7.59)
logKp 0.4880*

(5.07)
logKg 0.2033*

(1.70)
logG 0.3202*

(4.51)
G/p -0.2831*

(-6.82)
WD -0.0088

(-0.52)
WD 0.0588

(1.31)
U -0.0051

(-1.30)
U -0.0100*

(-2.03)
R2 0.99 R2 0.91
F-stat 877.036 F-stat 127.194
DW-stat 1.99 DW-stat 1.13
Rho 0.5336 Rho 0.6987

t-statistics in parentheses.
*indicates significant at the 95% confidence level.
出典：P. J, Grossman, P.142. 参考文献⑶
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を計量化に向け大きく前進させた点で高く評価されよう。だが，彼の立論は，

サプライサイド派の財政理論を象徴するラッファー曲線に寄せられた多く疑

義・批判と同様，理論的にロバストではない。政府には，直接経済に還元でき

ない多くの活動があり，政府のアウトプットはすべてが民間部門の産出高のた

めにあるというのは，仮定としても極端すぎる。

２．BARS モデルとその発展

A．BARS モデルとその適用諸結果

　BARS モデルとは，このモデルの構築に貢献した４人の学者の頭文字をとっ

た名称である。このモデルに基づき実証分析（パネルデータ分析，時系列分析）

が数多くなされたことで，政府の最適規模を追求する研究は大きな前進を見

た。政府をめぐる議論は単純にその規模を問うものから，規模と同時にその質

を問うものへと発展を見たのである。彼らに共通するのは，技術革新などを外

生的変数とする従来のソロー（R, M. Solow）らに代表される新古典派の成長

理論と異なり，政府を経済成長に影響を及ぼす重要なアクターと見なし，政府

活動と経済成長（率）の関連を探ろうとした点にある（内部成長論）。

表２　最適政府規模

Government 
(billions of 1972 $)

Private output 
(billions of 1972 $)

Private labor 
(millions)

Year Oprimal Actual Potential Actual Optimal Actual
1929 137.8 62.3 262.7 274.7 28.3 32.1
1939 148.1 97.5 238.6 256.8 27.9 29.7
1949 168.8 190.1 482.7 395.4 49.6 39.6
1959 201.1 274.6 576.4 510.3 47.3 45.2
1969 229.3 372.4 878.1 830.2 63.3 56.6
1979 254.6 440.6 1417.5 1201.1 76.8 69.9
1982 262.8 490.6 1450.7 1187.3 75.1 68.7

出典：P. J, Grossman, P.143. 参考文献⑶
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　アーミー（Army, D）は，政府の支出規模がどの程度であれば社会的厚生を

最大化できるのかを問い，GDP 成長率を最大化するような政府規模（対 GDP

比）が存在することを指摘し，ラッファー曲線に似たアーミー曲線を描き，そ

の代理変数と経済成長率の関係を計測した。また，バロー（R. J, Barro）は，

政府の支出は，増税を伴う場合には経済成長を圧迫するが，社会経済インフラ

整備を通して民間資本の限界生産力を上昇させることもあり，その効果は単調

ではないと指摘し，成長率と公共支出の変化率の間の関係を逆 U 字型の曲線

で描いた（図４）。前者の効果は公共部門が肥大している局面で，また後者の

効果はそれが小規模な局面で一般化する，というのである。さらに，スカリー

（G, W. Scully）は，税率，政府収入，および経済成長率の間の関係を103カ国

にわたるパネルデータで分析し，成長率は，公共支出がおよそ国民総所得のほ

ぼ５分の１に等しいところで最大化されるとし，政府の超過支出は経済成長に

抑圧的な効果しかないと指摘した。ラーン（G, Rahn）らも90年代末には政府

には最適規模が存在することを実証的に確認していた。

図４　BARS カーブ

出典：GWARTNEY, LAWSON, and HOLCOMBE. 参考文献⒃
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　この逆 U 字型の曲線はこれら４人の先駆者の名前を取って BARS カーブと

呼ばれている。この一連の研究で，途上国では政府規模の拡大が，先進国では

逆に縮小が望ましいことが指摘され，また，政府支出も経済成長率にどのよう

な効果をもたらすかという観点から政府消費支出と政府投資支出に区別される

ようになった。

　2000年代に入ると，このモデルを基礎に OECD 諸国や EU 諸国を対象に多

くの実証研究が進められた。政府規模の指標に何を取るかは分析者によってさ

まざまに異なるが，共通して経済成長率（通常，ピグー流の社会厚生の代理変

数とされている）との関係で，最適規模が存在することが確認されている。

　一連の実証分析は，時系列分析とパネルデータ分析でなされ，そこでは次の

ような回帰モデル式が用いられた。

（1）　d (TGDPGK)i,t =   +  1CATEGGi,t + ui,t （9）

　ここで被説明変数（TGDPGK）は，価格調整後の国内総生産（GDP）の成

長率，説明変数（CATEGG）はトレンドとしての政府総支出（＝公共支出）

の対 GDP 比である。ここでは，政府の規模超過は経済成長（率）に負の効果

をもたらすことが明らかにされている。

（2）　d (TGDPGK)i,t =   +  1CATEGGi,t +  2d (CATEGGi,t) + ui,t （10）

　この式では，説明変数として，上の政府総支出の対 GDP 比に加え，新たに

その変動比が経済成長率に与える影響が分析されている。ここでは，政府規模

が過大であると，政府総支出のさらなる増加は経済成長率に改めて負の効果を

もたらすことが明らかにされている。

（3）　d2 (TGDPGKi,t) =   +  1d (CATEGGi,t) + ui,t （11）

　この式では，経済成長率の変化率と対 GDP 比で見た政府総支出の変化との

関連が解明されている。ここでも，政府総支出の増加は，経済成長のダイナミッ

クスを抑制することが明らかにされている。

（4）　d (TGDPGK)i,t =   +  1CATEGGi,t +  2 CATEGG2
i,t + ui,t （12）
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　この式では，何人かの研究者によって提示された特定の式に従い，経済成長

率と政府総支出及びその変化率との間の関係が推計されている。ここでは，国

民総所得の成長率は，政府総支出の対 GDP 比の正の関数であると同時に，当

該比率の２乗の負の関数であることが仮定されている。

　これらの式で，インデックス i は分析対象国，t は分析期間を指している。

また，従属変数 TGDPGK は交易要因の影響を調整した実質 GDP の成長率で

ある。これに対し，独立変数 CATEGG とその２乗のターム CATEGG2は，

実質 GDP のトレンドに沿ったかたちで修正された政府総支出の対実質 GDP

比とその変化率である。いずれの回帰式も対数変換されたうえで計算されてい

る。対数線形をなす CATEGG の符号は正であり，政府総支出が経済成長に

正の効果を与えることを示すものだが，その２乗のターム，CATEGG2は，公

共部門の肥大化が経済成長に負の効果をもたらすため，当然その符号は負とい

うことになる。換言すれば，この２乗タームは，政府総支出の限界生産性は逓

減することを意味している。この２次式から，経済成長率を最大化する政府総

支出の対 GDP 比は，TGDPGK を CATEGG に関して編微分するかたちで算

定される。

　対象国，対象期間は異なるものの，この一連の分析で明らかにされた論点を

簡単に列記すると，以下の通りである。

　・途上国，新興国の経済は政府総支出の増大から利益を得るが，先進国では

それは経済成長を阻害する。公共部門の拡大は，一人当たり国民所得が高い水

準にある経済では，それが低いところと異なり，民間産出高を削減する。政府

総支出の増大が社会インフラ整備や公共財の供給に充当される途上国等と異な

り，先進国で公共部門の拡大を導く場合には，市場経済の発展に歪みをもたら

すからである。これは，法の支配，安全保障，国内秩序などの「中心的な」公

共財は経済成長に正の効果をもたらすが，私的財の公共財化は官僚制の非効

率，超過財政負担，過剰な規制をもたらし，またそのための追加財源の調達は，
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増税圧力を通して勤労，投資，イノベーションのインセンティブを削ぎ，経済

成長にマイナスに働くからである。

　・強力な介入主義的政府を有する欧州安全保障協力機構（OCSE）の諸国で

は，政府総支出の増大は，総要素生産性や資本の生産性の低下といったかたち

で経済成長に否定的な効果を及ぼしている。実際，OCSE19か国を，1971－

1999年の期間をとって分析すると，「小さな政府」を志向した国のほうが，効

率性，市場規律，資源利用の点で，そうでない国より優れている。

　・OECD 諸国を，その特質（地理，気候，人口，行政，および経済上）に

応じていくつかのサブ集合に分類し，総政府収入の対 GDP 比と政府総支出の

対 GDP 比の二つの基準で回帰分析を行った結果，唯一妥当な回帰を示したの

は一人当たり GDP と人口数であった。先進国では，経済成長に必要な政府規

模水準（対 GDP 比）は21％から36％であり，それを超過した場合，国民総所

得は減り，パレート劣化を招いている。政府は最適規模を超過しているのであ

る。また，試算は資本財が毎年完全に費消されるという合理性を欠く仮定に

立っているが（コブ・ダグラス型の生産関数），それを修正すると経済成長を

最大化する政府総支出の対 GDP は，16％から28％である。

　・OECD28カ国を対象にした別の研究によると，1970－2007年の期間で見た

経済成長を最大化する政府規模は，政府総支出の対 GDP 比が25％であったの

に対し，すべての国の政府総支出は BARS カーブの右側に位置していた。

OECD13か国で見た場合，この最適政府規模からの乖離は0.74％も実質 GDP

成長率を低下させており，かつ政府総支出の対 GDP 比が１％増える毎に成長

率は0.31％下がる関係にある。

　・課税率の引き上げは，その国の相対的投資量に影響を与え，将来的な固定

資本形成に負の影響を及ぼす。高率課税はこれにとどまらず，クラウディン

グ・アウト，公共部門の侵入による民間労働コストの上昇，民間利潤の縮小，

個人需要の抑制など，経済活動に否定的な影響を与える。米国では，１ドルの
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追加政府支出は，その財源調達に２ドル以上の増税を必要としており，1949年

－85年の期間で見るかぎり，政府活動水準の上昇は国内総生産の水準と成長率

の双方に負の効果をもたらしていた。

　・内的成長モデルを用いて，財政赤字と経済成長の関係を OECD 諸国の

1970年－2007年の期間をとって分析すると，租税カット型の財政刺激策のほう

が支出増加型のそれよりも経済成長を促しやすく，財政調整に関しても支出

カット型のほうが増税型のそれよりも，財政赤字と政府債務の対 GDP 比を減

らしやすい。また，支出カット型調整のほうが，増税型のそれより，景気後退

を起こしにくい。要するに，財政安定化は，課税負担の強化ではなく，政府が

どの程度支出カットをできるかにかかっている。課税限界比率が高い国では経

済に負の効果が現われている。

　・EU27カ国の近年の動向を見ると，政府総支出の対 GDP 比は平均47.9％で

あり，いずれの国も BARS カーブの頂点（37.29％）より右側に位置し，平均2.1

ポイント，GDP 成長率が失われている。また，その比率の１％の上昇は，成

長促進力の0.04％の低下を招いている。

　以上，多くの実証分析を通して BARS カーブの存在が確認され，政府総支

出の対 GDP 比と GDP 成長率との間の負の相関が証明されたわけだが，その

背景には20世紀後半に先進国が福祉国家となり，政府の規制介入が進み，公共

経済部門が肥大化したことがある。実際にも，先進国の経済成長率は徐々に低

下してきている。高齢化，レジャー選好とリスク回避，金融規制の欠如を伴う

かたちでの実体経済への過剰な規制が，こうした低成長の要因と考えられる。

適正規模を超えた政府活動が，経済成長を困難にしているといってよい。これ

は，政府の財源調達によって市場経済に課されるコストが公共部門の限界生産

性を上回っていることを意味する。競争圧力にさらされる市場経済の生産性の

ほうが，そうした圧力が働かない公共部門のそれよりも高いからである。

　こうして，公共選択学派のケインズ主義批判に始まった政府の最適規模をめ
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ぐる問題は，マクロ実証分析へと転移・発展を見た。ここで，高い政府債務残

高（対 GDP 比）を持つ国の財源調達の中心的な課題は，適正な政府総支出の

規模，課税水準を発見することにあることが確認され，のちの“Revenyu 

Mix”，“Expenditure Mix”の考え方に道が開かれたのである。

　だが，もとより，政府は経済成長のためにのみ存在するものではない。安全

保障，基本的人権の確保など，経済とは相対的に独自な政治・社会的な役割を

はたしている。したがって，経済成長を唯一の被説明変数にするこうした実証

分析に対し，異論が出るのは当然であった。

B．BARS モデルのバリエーション

　こうした流れの中で，議論を原点に戻そうとする動きが出てくるのは，いわ

ば当然であった。すなわち，最適政府規模を測る基準を，GDP成長率ではなく，

本来の社会厚生に求めようとする動きが，それである。以下では，こうした流

れを代表する論者として，ディビス（A. Davies）の見解を紹介しよう。

　彼は，政府の成果変数（outcome variables）を GDP 成長率といった生産性

から社会厚生，具体的には人間開発指数（Human Development Index，以下

HDI）へと転換すべきことを説き，国連の1975年から20002年にわたる154カ国

のパネルデータ分析を行っている。

　政府の役割は社会の発展にあり，この点では指標の発案者の一人であるセン

（A. Sen）もいうように「HDI こそ，国際的な厚生比較としてもっとも望まし

い測定基準」だというのである。一人当たりGDPでは，平均寿命や教育といっ

た側面を直接的に測れないが，HDI は生活水準と所得を区別することで，生

活水準を直接的に測定することができる。したがって，一人当たり GDP が非

常に高いクエートのような国でも，教育達成度が低いため HDI は低く，ウル

グアイのような一人当たり GDP がクウェートの半分しかない国のほうがか

えって HDI が高いことになる，というのである。
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　HDI で採用されている指標は，期待平均寿命（Life Expectancy Index），教

育（Education Index），および GDP（GDP Index）の３つである。国連は加

盟国のこの構成項目を，５年ごとに予め定められた公式⑶に基づき計算し，そ

の数値を合計して総合値を算定している。

表３　HDI：国際ランキング

順位
Country

HDI
2014 for 
2013 [1]

前年からの
順位変更

2014 estimates 
for 2013 [1]

Change from 
previous year [1]

1 ─ Norway 0.944 ▲0.001
2 ─ Australia 0.933 ▲0.002
3 ─ Switzerland 0.917 ▲0.001
4 ─ Netherlands 0.915 ─
5 ─ United States 0.914 ▲0.002
6 ─ Germany 0.911 ─
7 ─ New Zealand 0.910 ▲0.002
8 ─ Canada 0.902 ▲0.001
9 ▲ (3) Singapore 0.901 ▲0.003
10 ─ Denmark 0.900 ─
11 ▼ (3) Ireland 0.899 ▼0.002
12 ▼ (1) Sweden 0.898 ▲0.001
13 ─ Iceland 0.895 ▲0.002
14 ─ United Kingdom 0.892 ▲0.002
15 ─ Hong Kong 0.891 ▲0.002
15 ▲ (1) Korea, South 0.891 ▲0.003
17 ▼ (1) Japan 0.890 ▲0.002
18 ▼ (2) Liechtenstein 0.889 ▲0.001
19 ─ Israel 0.888 ▲0.002
20 ─ France 0.884 ─
21 ─ Austria 0.881 ▲0.001
21 ─ Belgium 0.881 ▲0.001
21 ─ Luxembourg 0.881 ▲0.001
24 ─ Finland 0.879 ─
25 ─ Slovenia 0.874 ─

出典　List of countries by Human Development Index ̶ Wikipedia, the free encyclodedia (2015)
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　　HDI = 1/3 (LEI) + 1/3 (EI) + 1/3 (GDPI) （14）

　因みに，最近の HDI の動向をみると，我が国はこの10年で国際順位が10位

あたりから17位にまで後退している（表３）。

　ここでも，BARS カーブと同様，逆 U 字型の曲線が描かれるが，政府の最

適規模のレベルは，実質 GDP を最大化するそれとは自ずと異なる。HDI の最

大化は，教育の改善，期待平均寿命の上昇を必要とするが，これらはいずれも，

中長期的にはともかく，現行の GDP の増加には貢献しないからである。

　デイビスは，Hit で i 国の t 年次での HDI を表記し，国連に加盟している

154カ国を対象にパネルデータ分析を行っている。まず，政府総支出を消費支

出と投資支出に分け，それぞれの対 GDP 比を Cit と Iit と表記する。すなわち，

Cit = 政府消費支出it/GDPit，Iit = 政府投資支出it/GDPit である。データ集合は

154カ国に及ぶが，５年毎に採られている７回の年度に常に顔を出している国

は77カ国である。失われたデータについては国際通貨統計（IMF 発行）等の

他のデータで補っている。その分布を観察すると，ほぼ35％が先進国（HDI  

0.8），45％が中進国（0.5  HDI  0.8），そして残りの20％が低開発国（HDI 

< 0.5）である。ディビスは，現行 HDI が先行のそれと類似していることを，

また政府総支出は低所得国と高所得国では異なる効果をもたらすことを考慮に

入れ，政府総支出が HDI に及ぼす効果を，次のような二次形式の回帰モデル

で計測している。

　　Hit = +  1Cit +  2Cit
2 +  1CitDit +  2 (CitDit)2 + Hi,t-1 + uit （15）

　　Hit =   +  1Iit +  2 Iit2 +  1 IitDit +  2 (IitDit)2 + Hi,t-1 + uit （16）

　ここで，Dit はダミー変数であり，もし実質 GDPit/人口it < 中位値t（実質

GDPit/人口it）ならば１，それ以外の場合には０である。彼は，パネルデータ

を用いているため，また従属変数の数値が出現するのにタイムラグがあるた

め，一般化モメント法（Generalized Method of Moments）⑷を採用している。

すなわち，GDP，人口，および一人当たり GDP のラグ値（Hi, t-1）を用いて，
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このタイムラグに対処しているのである。

　分析結果によれば，すべての国に関し，HDI の最大の改善をもたらす政府

消費支出の水準は，E (Hit|Hi, t-1) = 0.262Cit - 0.773C2
it で与えられ，17％である

と推定される。また，一人当たり GDP が中位以下の国では，HDI の最小の改

善しかもたらさない政府消費支出の水準は，E(Hit|Hi, t-1) = -0.013Cit + 0.444C2
it

で与えられ，1.5％であると推定される。これに対し，政府投資支出は，HDI

の最大の改善をもたらす政府投資支出の水準は，E(Hit|Hi, t-1) = 0.221Iit - 0.862I 2
it

で与えられ，13％であると推定される。また，一人当たり GDP が中位以下の国

では，HDI の最小の改善しかもたらさない政府投資支出の水準は，E(Hit|Hi, t-1) 

= -0.208Iit + 0.513I 2
it で与えられ，20％であると推定される（表４）。

　ここから，低所得国では政府の消費支出が HDI に正のインパクトを有し，

逆に政府の投資支出は，それが対 GDP 比40％に届かないと，負の効果しか持

たないことがわかる（図５）。彼の分析では，政府の対 GDP 比で見た消費支

出と投資支出は，４割超のケースで最適規模を超えている。両者を合計した最

適支出規模は30％であるが，これは他の研究による GDP 成長率を最大化する

表４　政府消費・投資支出が HDI に与えるインパクト

 1  2  1  2 
Hit =   +  1Cit +  2C2

it +  1CitDit +  2 (CitDit)2 + Hi,t-2+uit

Estimate 0.262 -0.773 -0.275 1.216 0.757
Standard Error 0.050 0.102 0.052 0.259 0.015
p-value 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
R2 = 0.209

Hit =   +  1Iit +  2I 2
it +  1IitDit +  2 (IitDit)2 + Hi,t-1+uit

Estimate 0.221 -0.862 -0.429 1.374 0.800
Standard Error 0.113 0.374 0.168 0.686 0.032
p-value 0.053 0.023 0.012 0.047 0.000
R2 = 0.070

出典：A, Davies. P.329. 参考文献⑾
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政府支出比率の計測とほぼ平仄が合っている。

　上式の（15），（16）の右辺には一期のタイムラグのある HDI を置くことで，

これを幾何級数型分布ラグ・モデルとして解釈できる。幾何級数型分布ラグの

モデリング⑸の標準的な手続きに従えば，（15）の回帰式は，

　　Hit =   +        k ( 1Ci, t-k +  2C2
i, t-k)

　　+  1Ci, t-kDi, t-k +  2 (Ci, t-kDi, t-k)2) + uit （17）

となる。 の推定値から，幾何級数型ラグ分布の中位値と平均値を計算できる。

政府の消費支出が一単位変化したときのインパクトに関しては，その中位値は

2.49（Median lag = ln0.5/ln），平均値は3.12（Mean lag = /1 -）であり，

投資支出のインパクトに関しては，同じ計算式で，中位値は3.10，平均値は4.00

となる。平均インターバル期間が4.5年であるので，政府消費支出が HDI に及

ぼす効果の半分は11年以内に，投資支出のそれは14年以内に実現されることに

なる。教育や医療・健康を投資支出と考えれば，政府支出が HDI に便益をも

たらすためには，相当の長期を要するのである。

　以上が，デイビス論文の要旨であるが，彼はいま国連で進められている貧困

t


k = 0

図５　政府の消費支出と投資支出

出典：A. Davies, P.328. 参考文献⑾
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問題への取り組みやジェンダー（男女格差）問題への取り組みを支持し，HDI

の概念に貧困指標（Human Poverty Index），ジェンダー関連発達指標（Gender-

Related Development Index），女性の地位向上測定値（Gender Empowerment 

Measures）などを取り入れるべきだと主張している。

　しかし，HDI の概念には多くの批判が寄せられている。代表的な批判の一

つは，構成要素になるデータに測定誤差，バイアスがあり，またマクロ経済デー

タのクロス分析を悩ませる情報不完備などが目立つという問題である。もう一

つは HDI は社会厚生の測定基準として妥当かというより根本的な問題である。

社会厚生の概念を広義に採れば，それは環境問題や所得格差といった問題を無

視していよう。また，計算式における GDP 指標の取り扱い方にも問題があろ

う（＝所得増加の過小評価）。（14）式での３項目に対するウェイトの割り当て

（各1/3）はあまりに裁量的に思えるのである。そもそも３項目は代替関係にあ

り，一人当たり国民所得は教育水準や平均寿命と連動しているため，HDI は

二重計算に陥っているおそれがある（回帰式における多重共線性の問題）。

　今後も，国連の人間開発計画局は，生活水準を測定するより正確な指標，よ

り良いウェイト付けを探求して HDI の計測を続けていくであろうが，このパ

ネルデータ分析は，国連加盟国には最適規模に満たない国，またそれを超える

国があるということを知らしめるだけで，それ以上でも以下でもない。外部か

ら一方的に共通基準を設け国別マクロ・データを用いて回帰分析で政府規模と

HDI の相関を把握し，国際的な社会厚生比較を行うことにあまり意味がある

ようには思えない。対象を１国に限定した時系列分析を行えば，それなりの示

唆が得られるかもしれないが，各国の制度的特性を考慮に入れた場合，こうし

た方法でどこまで社会厚生水準を正確に測れるのか，疑問である。結局，HDI

の計測は，当該国にとって政府の最適規模はどの程度であり，その実現に向け

いかなる政策，財政制度が必要とされているかという本来の課題に応えるもの

ではない。
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３．我が国における実証分析

　この問題については，我が国でもいくつか研究が試みられている。ここでは

代表的な研究として，政府規模と経済成長の間の負の相関の頑健性を確認する

ものと政府規模の大きさを表す指標として潜在的国民負担率を用い，この問題

に迫ったものを取りあげる。

A．政府規模と経済成長との間の負の相関

　我が国も，すでに小泉政権の時代から適正水準を超えた政府支出は経済の活

力を損なう可能性があることに気づいており，平成15年度「経済財政白書」は，

OECD 諸国のクロス・セクション分析を行い，政府の規模と経済成長率の間

に緩やかな負の相関があることを指摘していた。しかし，こうした負の相関の

観察だけで，政府の規模が経済パフォーマンスに悪影響を与えると見るのは単

純すぎるという批判もあり，議論は止まってしまった。

　こうした状況のなかで，茂呂は両者の負の相関の頑健性にこだわり，1981年

─2002年の OECD のパネルデータを用い，負の相関が対象国の選定次第でど

の程度違ってくるのか，それは各国の制度的特性の相違を考慮に入れても成立

するか，相関が逆の因果関係によって生じている可能性はないか，両者の間に

政府規模変数以外の制御変数を加えても負の相関は安定的か，を検証している。

　まず，OECD の“National Account”から政府総支出⑹（対名目 GDP 比）

と経済成長率のデータが10年以上利用可能な20カ国を取りあげ，1981年から

2002年までの期間をとって，単回帰分析を試みている。

　　GR (Y)i,t =  i +  1 (Exp/Y)i,t +  i,t （18）

　ここで GR (Y)i,t は実質経済成長率（年率），(Exp/Y)i,t は政府総支出の対

GDP 比（1995年価格，米ドル購買力平価換算）， i は定数項（プーリング推計

では i が共通）， i,t は誤差項である。この推計結果は，確かに負の相関 ( 1 = 
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-0.128) が確認されるが，プーリング推計の難点（国家間の成長率格差）があ

るので，これをパネルデータに国別の切片を適用する固定効果（fixed 

effects）モデルで修正すると， 1の負値は -0.175とさらに高まる（表５）。

　対象国を高所得国に限定しても，ベータの値は若干低下するものの，この負

の相関は変わらない。また単回帰による「説明変数の欠落」が生むバイアスや

推計誤差は，パネル推定において，それを推定期間中一定と見なすことができ

れば，固定効果項によりその要素を相当程度吸収できる。問題の要素が継時的

に変動する場合は，説明変数と誤差項の相関を回避するため，もう一段の対処，

操作変数法の活用（操作変数として政府総支出の１－３期ラグを利用）が必要

表５　高所得国（1980年時点上位15カ国）限定の回帰結果

政府総支出と経済成長率
（対象国：１人当実質 GDP 上位15カ国（1980年時点））

推計式（実質 GDP 成長率）＝ ＋（政府総支出対 GDP 比）

 adjR2 s.e.
各国共通の切片 -0.065* 0.074 0.018
─プーリング推計─ (-4.81)
（備考）
１．OECD“National Accounts”，内閣府「国民経済計算年報」より作成。
２．推計期間は1981年から2002年（欠損値あり）。
３．（　）内は t 値。adjR2は自由度修正済決定係数。s.e. は推計式の標準誤差。
４．* は，係数が５％水準で有意であることを示す。

推計式（実質 GDP 成長率）＝ i ＋（政府総支出対 GDP 比）

 adjR2 s.e. F 値
各国共通の切片 -0.175* 0.160 0.017 3.050**
─固定効果推計─ (-4.92)
（備考）
１．OECD“National Accounts”，内閣府「国民経済計算年報」より作成。
２．推計期間は1981年から2002年（欠損値あり）。
３．（　）内は t 値。adjR2は自由度修正済決定係数。s.e. は推計式の標準誤差。
４．* は，係数が５％水準で有意であることを示す。
５．** は，プーリングと固定効果が１％水準で有意に異なることを示す。
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になるが，こうした方法を用いても の係数は負である（５％水準で有意）。

彼はまた逆因果（経済成長率が政府の規模を規定する）の可能性を小さくする

ため，被説明変数に３期前方移動平均を施し，それを被説明変数とした推計も

試みている。さらに，説明変数の欠落に起因するバイアスが残ることに留意し，

経済成長率を規定する主要な説明変数として，一人当たり実質所得水準（Y/

L），高等教育終了比率（Edu），購買力平価（PPP），経済開放度（Open），高

齢化率（Age）といった変数を追加し，重回帰モデル式で，経済成長率と政府

規模の関係を探り，そこでも両者の間に負の相関があることを確認している⑺

（表５）。

　しかし，こうした作業にあまり意味がるようには思えない。政府と民間経済

および市民社会との関係でいえば，政府はたしかに経済成長のための一アク

ターだが，それにとどまらず後者を包括する地位をも占めている。政府は民間

経済や市民社会の発展に向けた枠組みや環境を提供し，その発展のための舞台

を整える装置であり，そういうものとして政策を立案・決定するところに，そ

の存在意義と機能を有しているからである。したがって，政府規模（の代理変

数）を他の要因と並列的に経済成長の一要因として扱う，こうした発想は，政

府と民間経済の位相を曖昧にする経済成長偏重主義に陥っているといわざるを

えない。

　茂呂論文の長所は，こうした分析ではなく，政府総支出を４分割し，性質別

に経済成長との相関を取りあげた点にある。すでに，同じ政府支出でも，消費

支出と投資支出では民間経済に異なる影響を与えること知られていたし，アト

キンソン（Atokinson, A. B）も以前から，社会保障関連支出と経済活力の関

係は，当該国の制度の詳細な分析において「ブラックボックス」のなかを覗く

しかないと主張していた。茂呂は，政府総支出を（1）政府最終消費支出（固定

資本減耗，現物社会移転を除く），（2）政府総固定資本形成，（3）社会保障関連

支出（現物社会移転，それ以外の社会給付），（4）利払い費（財産所得支払）の
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４項目に分け，その各項目が経済成長率にどのような影響を及ぼすかを，次の

回帰式で分析している。

　　  GR(Y)i,t =  i +  7(Con/Y)i,t +  8(Inv/Y)i,t +  9(Soc/Y)i,t +  10(Int/Y)i,t + 

 2ln(Y/L)i,t-1 +  3(Edu)i,t +  4(PPP)i,t +  5(Open)i,t +  6(Age)i,t +  i,t （19）

　ただし，(Con/Y)i,t , (Inv/Y)i,t , (Soc/Y)i,t , (Int/Y)i,t は，それぞれ政府消費支出

GDP 比，政府総固定資本形成 GDP 比，社会保障関連支出 GDP 比，利払費

GDP 比である。

　その結果は，政府消費支出のマイナス効果がもっとも大きく，政府投資支出

については効果はマイナスだが，有意な結果は得られなかった。社会保障関連

支出についても効果はマイナスだが，有意でないケースも散見された。利払い

費の効果はマイナスであった。高齢化率の係数はゼロであることを棄却できな

いが，これが社会保障関連支出増につながることを考えれば，経済成長と負の

関係が存在する可能性は高い。さらに，利払いの多寡は累積財政赤字とも密接

に関連しており，債務残高の累増という財政規律に関わる問題が経済成長に悪

影響を及ぼしていることが窺える（表６）。

　以上，先進国で高齢化の進展による政府支出規模の増大圧力が予想される以

上，それが経済成長に負の影響を及ぼすリスクを回避する予防策として，社会

保障関連支出を含む政府規模の拡大を極力抑えていく必要があるといのが本論

の結論であるが，残念ながら最適政府規模を追求する視点が欠けているため，

その主張はいまだ一般論のレベルにとどまっている。

B．（潜在的）国民負担率と経済成長率

　別のアプローチに，政府規模の指標として潜在的国民負担率を取りあげ，そ

れが長期的な経済成長に与える影響を考察するというやり方がある。例えば，

篠原は，1970年から2008年の OECD 諸国のパネルデータを用い，潜在的国民

負担率が，財源調達方法，歳入・歳出構造の違いに応じ，経済成長にどのよう
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な影響を与えたかを分析している。

　彼は，分析対象国をアーノルド（Arnold, J）らの先行研究に従い，OECD30

カ国，21カ国の２パターンで分析している。彼は，規模基準を政府総支出から

潜在的国民負担率に変えた理由を，両者の違いは政府活動を歳入面，歳出面の

どちらから見るかというだけで本質的には同値であること，かつ歳入サイドか

ら見たほうがサンプルサイズの大きい分，説明がしやすいと述べている。その

基本推定モデルは，茂呂のモデルをベースにしたもので，以下のような回帰式

で表わされる。

　　  TrGR(Y/L)i,t =  i +  1(G/Y)i,t +  2 ln(Y/L)i,t-1 +  3(Edu)i,t +  4(PPP)i,t + 

 5(Open)i,t +  6(Age)i,t +  i,t （20）

　ただし，ここで TrGR(Y/L)i,t は HP フィルタを用いてトレンドのみを抽出

した一人当たり実質経済成長率，(G/Y)i,t は潜在的国民負担率，(Y/L)i,t は経済

発展度合であり，１人当たり実質 GDP（購買力平価表示・１期前・対数値）

を用いている。

　篠原も，茂呂に倣って，国別・時間固定効果法を採用し，双方向の因果関係

に対処するため，通常の OLS と操作変数法を用いて両者の比較を行っている。

後者では，経済発展度合（(Y/L)i,t）以外のすべての説明変数を内生変数とし，

各説明変数の１期ラグを操作変数としている。パラメータの符号については，

 1が負， 2が負（新興国ほど成長率が高く，先進国になると成長率は鈍化し定

常状態に近づくという収斂仮説）， 3が正， 4が負（為替レートの上昇による

輸出減）， 5が正（貿易の促進）， 6が負と想定されている。その推定結果は，

操作変数法によると符号についてはほぼ想定通りであり（ただし，高齢化率が

正），経済成長率と潜在的国民負担率の間に負の相関があることが確認されて

いる。

　こうした回帰モデル式に関わる方法論的な問題については，前述した通りで

あり，ここでは触れない。篠原論文の特徴は，歳入面，歳出面を細分化した拡
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張モデルを用い，各税目・財源調達手段，および各歳出項目のシェアの上昇が

経済成長に与えた影響を分析している点にある⑻。その推定結果は，OECD 上

位の21カ国の歳入面で見ると，社会保険料と法人所得課税の係数については符

号が負となるが，個人所得課税については符号が正になっている（表７）。こ

のことは，個人所得課税には，所得再分配効果がはたらき，それが経済の活性

化につながる側面（教育の充実，人的資本の蓄積等）があることを示している。

また，歳出面から見ると，一般政府消費支出および一般政府粗固定資本形成の

係数は負で有意，社会保障関連支出の効果は正で有意となっている。社会保障

の充実が，労働供給力の維持に，またマクロの貯蓄率の向上を介して資本蓄積

に有利に働いている可能性があるのである。

　篠原は，政府の最適規模の問題にも目を配り，上述のモデルに潜在的負担率

の２乗項を説明変数に加えた回帰モデル（TrGR(Y/L)i,t =  i +  1(G/Y)2i,t + 

 1(G/Y)i,t +  3 ln(Y/L)i,t-1 +  4(Edu)i,t +  5(PPP)i,t +  6(Open)i,t +  7(Age)i,t +  i,t）

で分析を行っている（対象；30カ国）。結果は，単回帰モデルでも，重回帰モ

デルでも２乗項の係数は負であった。このことは，トレンドとしての長期的な

一人当たり実質成長率は，一定の潜在的負担率水準でピークに達し，その後は

負担率の上昇につれて低下することを意味する。この式を負担率で偏微分する

と，最適水準は単回帰で34.5％，重回帰で31.7％になる。

　だが，この数値は，実現不可能な数値といってよい。とはいえ，租税負担率

に社会保障負担率，財政赤字を加えた我が国の潜在的国民負担率が，OECD

諸国のなかでいまだやや低い水準（43.5％－2008年現在）にあることを考えれ

ば，これ以上の負担率の上昇を最大限抑制することが我が国にとって重要な課

題となるといってよい。

　今後，一国レベルで時系列的に最適政府規模を追跡する作業が必要になる

が，その際には，潜在的国民負担率ではなく，やはり政府総支出を測定基準に

政府規模を測る必要があろう。篠原は，“Revenue Mix”，“Expenditure Mix”
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の観点を重視し，「どのような歳入・歳出構造を志向することが経済成長に資

するのか」という財政実務的な問題意識から分析を行っているわけだが，歳出

サイドに立ち政府総支出をいかに抑制するかという視点に立たないと，政府規

模の問題は結果的，静学的な問題に堕してしまう。政府総支出の動向こそ，政

府の規模を決定する積極的，動学的な要因なのである。さらにいえば，政府規

模の代理変数を規制の数に求めた初期の公共選択学派の考え方に戻って，改め

て規制改革の視点から計量化する試みも有益ではなかろうか。経済的・社会的

規制の数と経済成長率が負の相関にあるのは直観できるところであるが，

OECD タスクフォースの規制改革（労働市場，一般市場）をめぐる近年の研

究は，規制改革の進んだ国の経済パフォーマンスが優れていることを示してお

り，財政統計を使用しなくても，この問題の計量化を可能にするだけの資料・

データを提供しているように思えるのである。

おわりに

　我が国の財政は深刻な状況にある。政府総支出の対 GDP 比は，2010年時点

で40.9％であり（国民経済計算年報の内訳：政府最終消費支出19.6％，一般政

府粗固定資本形成3.2％，社会保障移転14.0％，その他・利払い等4.1％），現在

も漸増しつつある。これに，累積し続ける膨大な政府債務（2014年現在，債務

残高は対 GDP 比で231.9であり，106.3の米国の２倍超，OECD,”Economic 

Outlook），止まらない年々の財政赤字，加速する高齢化による社会保障支出の

増大といった厳しい状況を考慮すると，経済成長を持続可能なものにするた

め，大胆な政府規模の見直しと財政規律の強化が求められているといえよう。

　我が国政府も問題の深刻さに気づいており，2010年の財政健全化目標では，

2015年までに GDP 比で見た基礎的財政収支（国債の利払いなどを除いた，純

粋な財政収支均衡）の赤字を半減し，2020年までにそれを黒字にすることを宣

言していた。しかし，最近になって内閣府からアベノミクスが軌道に乗っても
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黒字化にはとどかないというシミュレーション結果が報告されている。

　これを目標通り実現するには行財政改革が不可欠である。従来の研究成果か

ら示唆を得れば，歳入改革としては社会保険料の抑制，法人税の軽減，そして

個人所得・資産課税の累進性の維持・強化（所得格差の是正）などが有効であ

ろう。公債発行による財源確保は先進国一般では効果は中立的であるが，累積

債務残高が膨らんでいる我が国では，極力回避すべきであろう。また，歳出改

革としては一般政府消費支出の削減（政府調達の見直し，近隣デタントによる

防衛予算の抑制，公務員の数と人件費のカットなど），一般政府粗固定資本形

成の抑制（乗数効果の低い公共事業のカット），社会保障関連支出の抑制（子

育て，保育・教育，就労支援への重点化，年金運用の効率化など）が課題とな

ろう。

　しかし，財政面から見た政府規模の見直しは，制度面でも担保されなければ

ならない。規制改革やコンセッションの推進を通した法・行政システムの簡素

化，政府の政策機能の向上，総じて「スマートな，効率的政府」の実現が，持

続的な経済成長と社会発展にとって不可欠であろう。

註⑴　納税者は未観測の収入や隠された収入から公共財の提供や政策からの恩恵を受けるため，政府
の政策に迎合するが，そのことが政府にかかるコストを無視した行動を生ませる誘因となる。公
共選択学派はこれを財政錯誤と呼んでいる。

⑵　ラッファー・カーブとは，ラッファーが政府収入を最大化する税率の存在を指摘したとき用い
た曲線であり，減税による経済成長を促す点で，サプライサイド・エコノミクスの一典拠となっ
た。しかし，その理論的な根拠についてはいくつかの疑義が寄せられている。

⑶　各項目の公式は以下の通り。
　　LEI（平均余命指数） = （出生時平均余命（歳） - 25）/（85 - 25）
　　EI（教育指数） = (2/3)ALI + (1/3)GEI
　　ALI（成人識字指数） = ALR - 0/100 - 0（ALR は成人識字率・15歳以上）
　　GEI（総就学指数） = CGER - 0/100 - 0（CGER は複合初等・中等・高等教育総就学率）
　　GDPI = [ln (GDPpc) - ln (MinimumGDPpc)]/[ln (MaximumGDPpc) - ln (MinimumDGPpc)]　
（GDPpc は購買力平価で計算した一人当たり GDP・米ドル）

　　指数は，加盟国の最高・最低の達成水準を先行基準にして計算される。出版年の間で直接的に
比較はできないので，時系列で整合性を持たせるため，国連開発計画（UNDP）は，すべての国
に関し，HDI の開始年から現行年度まで指標を再計算し，調整している。

⑷　母集団に関するモメント条件に対応して標本モメント条件が成立するように推定する計量手
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法。原則としてパラメータの数と同数のモメント条件を用意して推定を行うが，パラメータの数
より多くのモメント条件が得られることもある。一般化モメント法は，かなり一般的な仮定の下
で，一致性の仮定をもって推定が行えるうえに，OLS 推定量など多くの推定量をその特殊ケー
スとして解釈することができるため，非常に有用な推定量といえる。GMM の登場をもって，複
雑な非線形モデルも直接実証することが可能になった。

⑸　ラグ演算子を用いて分布ラグ関数をつくり，これにより説明される線形モデル (Yt =  0Xt + 
 1Xt-1 +  2Xt-2 + …) を考える。
いま，

　　  = 　　 i < 

　　wi = 　　とすれば，

上式は
　Yt =   (w0Xt + w1Xt-1 + w2Xt-2 …)
と書き直すことができる。ここで，wi はその総和が１となるように規準化されたラグ・ウェイト

である（　　wi = 1）。ここで Xt = 1, Xt-s = 0, Xt+u = 0 という場合を想定しよう。すると，t 期

にのみ X は１単位変化することになるので，
　　Yt =  0Xt =  0

　　Yt+1 =  1

　　　…
　　Yt+s =  s

となる。これを演算子
　　LXt = Xt-1

　　L2Xt = L (LXt) = L (Xt-1) = Xt-2

　　　…
　　LmXm = Xt-m

を用いて書き換えれば，上の式は
　　Yt =   (w0Xt + w1LXt + w2L2Xt-2 + …)
　　　 =   (w0 + w1L + w2L2 + …) Xt

　　　 =   W (L) Xt

となる。この内項
　　W (L) = w0 + w1L + w2L2 + …
は L の多項式であり，分布ラグ関数と呼ばれる。
　このラグ・ウェイトが幾何級数的に減少していく場合，
　　wi = (1 -  )  i, 0 <   < 1, i = 1, 2, 
　　w0 > w1 > w2 > …
となり，過去の X ほど現在の Y に与える影響は減少することになる。
　これを，上式に代入すると，

　　W (L) = (1 -  ) (1 + L +  2L2 + ) = 　　　

となり，幾何級数型の分布ラグ関数が与えられることになる。
⑹　政府総支出は，政府最終消費支出，一般政府総固定資本形成，（現物社会移転以外の）社会給

付（年金，失業給付等），利払い費，およびその他の項目からなる。対応する潜在的国民負担は，




t = 0

 i






i = v

1-
1-L
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税負担，社会保障負担，その他収入に財政赤字の項目からなる。市民社会の側から国民負担とは，
政府のサイドから見ると税収入ということになる。潜在的という用語が用いられる場合には，こ
れに財政赤字が加算されることになるが，この政府債務を単年度の政府債務で見るか，累積債務
残高を含めてみるか，議論のあるところである。

⑺　茂呂の拡張モデル式は，
　　GR(Y)i,t =  i +  1(Exp/Y)i,t +  2ln(Y/L)i,t-1 +  3(Edu)i,t +  4(PPP)i,t +  5(Open)i,t +  6(Age)i,t +  i,t

　で表現されている。ただし，ここで ln(Y/L)i,t-1：一人当たり実質 GDP（１期前），(Edu)i,t：高
等教育修了比率，(PPP)i,t：購買力平価（変化率：米ドル・自国通貨），(Open)i,t：経済開放度（GDP
に占める輸出入の割合），(Age)i,t：高齢化率（65歳以上の人口の総人口に占める割合）である。
因みに，対象国を限定すると，(Exp/Y)i,t の数値は -0.088(OSL)，-0.191(LSDV) で，t 値で見て有
意である。

⑻　歳入面については，TrGR(Y/L)i,t =  i +  1(G/Y)i,t +  2(Tj/G)i,t-1 +  3ln(Y/L)i,t-1 +  4(Edu)i,t + 
 5(PPP)i,t +  6(Open)i,t +  7(Age)i,t +  i,t という式が採用されている。ただし，G は６つの歳入項目
からなり (Gi,t = (T1)it + (T2)it + (T3)it + (T4)it + (T5)it + (T6)・(T7)it))，(T1/G)it は潜在的国民負担に
占める個人所得課税税収の構成比，(T2/G)it は社会保険料収入の構成比，(T3/G)it は法人所得課
税税収の構成比，(T4/G)it は消費課税税収の構成比，(T5/G)it は公債発行額の構成比，そして (T6・
T7/G)it はその他収入の構成比である。これに対し，歳出面は，TrGR(Y/L)i,t =  i +  1(G/Y)i,t + 
 2(Ej/G)i,t-1 +  3ln(Y/L)i,t-1 +  4(Edu)i,t +  5(PPP)i,t +  6(Open)i,t +  7(Age)i,t +  i,t の式で表される。
ただし，E は４つの支出項目からなり (Gi,t = (E1)it + (E2)it + (E3)it + (E4)it)，(E1/G)it は潜在的
国民負担に占める一般政府消費支出の構成比，(E2/G)itは一般政府粗固定資本形成の構成比，(E3/
G)it は社会保障関連支出の構成比，そして (E4/G)it はその他の支出の構成比である。
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